
19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

103,817,518 114,644,512 112,311,505 101,487,312 72,953,011

-14,440,249 -14,915,628 -8,013,272 -9,226,906 0

7,527,713 589,523 -5,924,248 7,099,489 3,987,660

96,904,982 100,318,407 98,373,985 99,359,895 76,940,671

65,449,225 76,850,202 82,528,185 86,704,656

67.5% 76.6% 83.9% 87.3%

基準値 目標値

前年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

－ 18.90% 20.40% 19.20% 14.90% 16.30% 前年度に比べ、地
域格差を縮小

- -1.5pt 1.2pt 4.3pt -1.4pt

基準値 目標値

前年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

－ － － 68.90% 73.50% 集計中 －

－ － － 106.68% 集計中

基準値 目標値

前年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

－ 898千人 945千人 989千人 1,026千人 1,060千人 前年度以上

- 105.20% 104.70% 103.70% 103.31%

基準値 目標値

前年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 29年度

－ 120千床 109千床 99千床 90千床 83千床 0床

－ 96千床 72千床 48千床 24千床

基準値 目標値

前年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

－ 93,530 112,171 215,717 243,458 集計中 前年度以上

－ 119.90% 192.30% 112.90% 集計中

基準値 目標値

－ 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 26年度

－ 168千人 448千人 928千人 1,662千人 2,463千人 400万人

4.20% 11.20% 23.20% 41.60% 61.58%

モニタリング結果報告書
（厚生労働省23（Ⅳ－５－１））

施策目標名
医療・介護一体改革推進、介護保険の適切な運営等を通じて、介護を必要とする高齢者を支援する（施策中目
標　Ⅳ－５－１）

施策の概要

本施策は、次の施策小目標を柱に実施しています。
（施策小目標１）介護保険制度の適切な運営を図るとともに、医療・介護一体改革の一定の道筋をつけること
（施策小目標２）必要な介護サービスの量及び質を確保すること
（施策小目標３）認知症高齢者支援対策を推進すること

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関

連計画等）

　本施策は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となり、入浴、排せつ、食事
等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医療を要する者等について、これらの者が尊厳
を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福
祉サービスに係る給付を行うため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、その行う保険給付
等に関して必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的としています
（平成12年4月に介護保険法施行）。
　今後、高齢化が一層進展するとともに、一人暮らしの高齢者の増加や要介護度の重度化が進む中で、高齢
者が住み慣れた地域で自立して生活できるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく
有機的かつ一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築を進めることが必要であることから、介護保
険法を改正しました（一部を除き 平成24年4月施行）。

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法の
運営費交付金は含まない。

区分 24年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a）

補正予算（b）

①2011/1/24 ①介護分野では、二十四時間対応のサービスなど、
ひとり暮らしのお年寄りに対する在宅介護を充実さ
せます。

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c）

執行額（千円、d）

②主要介護給付等適正化事業
のうち「縦覧点検・医療情報と
の突合」を実施する保険者の割
合

実績値

年度ごとの目標値

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）
①第１７７回国会における菅内閣総理大臣施政方
針演説

担当部局名 老健局 作成責任者名 総務課長　大澤範恭 報告書作成日 平成23年6月30日

年度ごとの目標値

⑤介護サービス情報の公表事
業所数

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
（項）高齢者日常生活支援等推進費：高齢者の介護予防・健康づくり等に必要な経費（一部）
（項）介護保険制度運営推進費：介護保険制度の適切な運営等に必要な経費（一部）

③介護施設・地域介護拠点の
利用者数

参考資料の情報

関連法令（右記検索サイトから検索できます）　ＵＲＬ：　http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/
・指標①は、要介護認定等に係る認定調査結果等報告による（老健局老人保健課調べ）。達成率は、要介護認
定に係る一次判定から二次判定における軽重度変更率の地域差の縮小率。
・指標②は、介護給付適正化推進運動実施状況　調査結果による。
・指標③は、平成18年度～22年度介護給付費実態調査月報（４月審査分）による。
・指標④は、厚生労働大臣官房統計情報部「病院報告」による。Ｈ18～Ｈ22（10月）
・指標⑤は、介護サービスを提供している事業所のうち、都道府県の指定情報公表センターのホームページに
おいて、サービス情報の公表を行っている事業所数（老健局振興課調べ）。
・指標⑥は、厚生労働省「認知症を知り地域をつくる」キャンペーン　認知症サポーター100万人キャラバンより

①要介護認定に係る一次判定
から二次判定における軽重度
変更率の地域差

実績値

年度ごとの目標値

年度ごとの目標値

⑥認知症サポーター数達成率

年度ごとの目標値

測定指標

実績値

実績値

実績値

実績値

④介護療養病床数

年度ごとの目標値


